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◆ １. ἶǵ  ◆ 

 

 

ƼӔ ǲȉⅎǓȒ ὡƽ 

 

岩滝
いわたき

 光
みつ

儀
のり

 

（東京大学大学院農学生命科学研究科准教授） 

 

ǵ ὡ  

 

 「赤潮」はプランクトンの大量増殖による水域の着色現象である。着色するほど増殖した植物

プランクトンは、その種類により赤潮の色調も異なり、生態系や漁業に与える影響も異なる。光

合成を行う植物プランクトンは水域の基礎生産者であるため、赤潮は水産業にとって有益なこと

も多いが、一部の種による赤潮は養殖魚介類等を斃死させることがある。日本では、1972年に瀬

戸内海で発生した大規模な赤潮による養殖ハマチの斃死
へ い し

被害を発端として、赤潮とこれに関連す

る漁業被害の情報がまとめられている。これまで日本で発生した漁業被害を伴う赤潮の記録を見

ると、ラフィド藻（シャットネラ属など）や渦鞭毛藻（カレニア属など）などの数種を原因とす

るものが 7割以上を占めている。 

 

 
 

 

 

 私は植物プランクトンの系統分類を専門としている。日本や東南アジアの沿岸域をフィールド

として、赤潮や貝毒の原因となる有害藻類（harmful algal blooms ，HAB と呼ばれる）の分類や

分布を調べてきた。魚介類等を殺す有害赤潮と、二枚貝等が毒化することでヒトの健康被害を起

こす貝毒は、原因となる植物プランクトンの種類が異なる。これら有害藻類の分類に関する情報

は、東南アジアなどで有害藻類の研究者やモニタリング担当者を対象とした研修会などで共有し

てきた。日本では、各県水産試験場等の有害藻類担当者が赤潮や貝毒の原因種を調査しており、

魚介類への影響が想定される状況では漁業者にこの情報を伝えている。担当者は異動するため、

有害藻類情報をまとめている水産研究・教育機構（廿日市）では有害藻類の識別技術に関する同

定研修会を毎年開催している。 

 瀬戸内海や西九州など西日本の沿岸域では夏季から秋季にかけて有害赤潮が発生し、漁業被害

も例年のように発生している。これまで 50年にわたる経験から、西日本では調査対象となる有害

渦鞭毛藻Takayama sp.の赤潮 

 

渦鞭毛藻Cochlodinium polykrikoidesの赤潮 
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赤潮原因種の多くが把握されており、養殖が盛んな海域ではこれらの出現動向が赤潮形成前から

モニタリングされていることも多い。一方で、北海道や東北地方など東日本の沿岸域では、主に

貝類養殖が行われているため貝毒原因種（アレキサンドリウム属、ディノフィシス属など）は調

査されているが、魚類養殖が少ないこともあり有害赤潮による漁業被害の記録は少ない。しかし

近年では、北海道沿岸でもカレニアやシャットネラなどの有害赤潮原因種の出現が確認されてお

り、小規模ながら赤潮の形成も報告されていた。 

 

ȤɉȋɂɔǱǰǵẎ ș╠ǔ ǚǞǦ  

 

2021 年 9〜11 月に北海道東部太平洋岸に大規模な赤潮が突如発生し、ウニやツブなどが大量

死した。この道東赤潮による漁業被害は 80億円を超えるとされ、これは日本最大の赤潮被害額と

なった。この原因種である渦鞭毛藻カレニア セリフォル

ミス（Karenia selliformis 、以下、セリフォルミス）によ

る赤潮も、日本で初めての発生事例となった。私がこの道

東赤潮に関する情報を水研機構（廿日市）の担当者から受

けたのは同年 9月下旬のことである。水研機構（釧路）と

北海道大学（厚岸）では 9 月中旬より周辺の海水が着色

し、これを引き入れている水槽では飼育生物が死んでい

るということであった。「カレニアだと思うんだけれど

も」と出していただいた写真を見て驚いた。西日本でもよ

く出現するカレニア ミキモトイ（Karenia mikimotoi ）

と細胞は似るが、葉緑体が明らかに小さく、数が多い。こ

の特徴は、一年前の 2020 年秋季にロシアのカムチャツ

カ半島沿岸に出現したカレニアと似ていた。 

ロシア・カムチャツカ半島沿岸では 2020 年秋季に海洋生物の大量死が発生しており、私はそ

の赤潮原因種の同定も支援をしていたが、特定が難しい状況にあった。現地では大量死の原因特

定が遅れ、ロケット燃料漏洩などの噂まで広まっていた。カムチャツカ半島はロシア科学アカデ

ミーの研究所があるウラジオストクから 2,000 km ほど離れており、さらに赤潮もアバチャ湾岸

の街から離れていたことから、生きたままの赤潮試料の入手に苦慮していた。少数の生きている

細胞や化学固定で変形した細胞の観察からは、小さな葉緑体を多数もつ種を含め、数種のカレニ

アが確認されており、抽出した DNA 配列からはセリフォルミスともう一種のカレニアの存在は

確認できていた。カレニアの細胞は柔らかいため大きさと形状が変化しやすく、また、赤潮中に

はカレニア属の別種が混在することも多い。困難であったのは、種を識別して細胞を計数し、優

占種を特定することであった。これら小さな葉緑体をもつ細胞がセリフォルミスかと思われたが、

この特徴的な葉緑体に関する記述が過去の文献に見当たらなかった。 

 

ԍᶦ ǵȩɪɉȠș Ȓ 

 

 道東赤潮の試料は、釧路と厚岸よりすぐに送られてきた。予想通り、葉緑体が小さなカレニア

が元気に泳ぎ回っていた。カムチャツカ赤潮の経験から、初期段階で優占種を特定すること、混

在種を把握すること、細胞の形状変化を把握することが、このカレニア赤潮の動向把握やその後

カレニア セリフォルミス（Karenia selliformis） 
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の研究に重要なことが分かっている。手早く同定するために単細胞 PCRという方法を用いた。

赤潮に含まれるさまざまな形状の細胞を一つずつ顕微鏡下で単離し、PCRチューブに入れてそ

れぞれの DNA を増幅し、配列決定することで短時間で優占種を特定でき、細胞の形状変化もあ

る程度把握できる。研究員と大学院生が夜中まで作業してくれたおかげで、優占種と混在種の一

部は 2日後の朝までに特定できた。培養株は確立するまでに 1か月程度かかるため、その後の確

認に用いた。ここで同定できた優占種セリフォルミスと混在するカレニア科の数種については細

胞の特徴をまとめ、北海道立総合研究機構などの道東赤潮調査に携わる研究者と共有し、特に現

場での細胞計数に役立ててもらった。 

 その後も赤潮試料を送付していただいていたが、10月中旬になると、葉緑体が縮小して透明

に見える細胞も出現してきた。これもカムチャツカ赤潮では同定できていなかった細胞であっ

た。同様に単細胞 PCRで系統的位置を調べるとセリフォルミスと一致し、形態的変異の一部で

あることが分かった。これら細胞の形態や系統的位置などの情報はまとめて報告している

（https://doi.org/10.1016/j.hal.2022.102204 ）。 

 道東赤潮は 11月まで継続して大きな漁業被害を記録した。赤潮は自然現象であり対策による

被害軽減は困難なことも多い。しかし、国内で初めて発生したセリフォルミスの赤潮を理解する

ために現場の研究者が多くの情報を取得しており、また、道東赤潮から得た知見からは 2020年

のカムチャツカ赤潮についても理解が進んだ。これらを記録することが、今後セリフォルミス赤

潮が出現した際の対応に役立つものと期待している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

－ Ḧ  － 

 

2002年 東京大学大学院農学生命科学研究科博士課程 

2002年 長崎大学水産学部研究員 

2005年 長崎大学環東シナ海海洋環境資源研究センター助手 

2009年 デンマーク・コペンハーゲン大学客員研究員 

2010年 山形大学理学部准教授 

2014年 東京大学アジア生物資源環境研究センター准教授

2021年 東京大学大学院農学生命科学研究科准教授 

現在に至る  

https://doi.org/10.1016/j.hal.2022.102204
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◆ ２. ᾐ ὤǲ ǖ ◆ 

 

 

Ƽϼ  Ҙʥ ǲǫǋǭ Ǐǭǖǧǜǋ ƽ 

〜横山 明彦先生に電力不足についてお聞きしました〜 

 

横山
よこやま

 明彦
あきひこ

 

（東京大学名誉教授） 

 

Ě ƲƼ Ҙʥ ƽȋƼ ҘǹǪ ƽǯǋǪǦǚǯșȏǖ ǲǞȅǠǓƲ Ҙʥ ȋ Ҙ

ǹǪ ǯǶǰǵȏǍǱ ǱǵǮǞȎǍǒ  

 

 電力不足や電力ひっ迫に使われる「電力」という一般的な言葉には、二つの物理的な意味があ

ります。一つは、ある期間の電気エネルギー量の合計を表す[W･sec]（電力分野では[kWh] や

[MWh] がよく使われます）の単位を持つ「電力量」と、もう一つは瞬時の電力量を表す[W] （電

力分野では[kW] や[MW] がよく使われます）の単位を持ついわゆる「電力」です。[W･sec]はエネ

ルギーの単位の[ジュール]と同じで、[W] は１秒間に発生・消費するエネルギーの仕事率の単位の

[ジュール/秒]と同じです。[kW] で表される発電所の発電出力は発電設備容量などの発電能力か

ら決まり、[kWh] で表される発電所がある期間に発電する電力量は、発電出力だけではなく燃料

や貯水量の確保量などを含めた発電設備の稼働状況から決まります。 

 電力システムでは、発電所からの供給電力[kW] と需要家（消費者）の消費電力[kW] が瞬時に一

致しないと、周波数（発電機の電気的回転速度）が既定の値から変動し、その変動が大きくなる

と発電機が停止、つまり停電となってしまいますので、消費電力に合わせて電力を供給する必要

があります。「電力不足」とは、発電機の故障や消費電力の急増などによる発電所からの供給可能

な電力の不足のことを言います。また、「電力ひっ迫」とは電力不足になる直前の、需要家の消費

電力が発電所からの供給可能な電力にほぼ近づいた状態を言い、「需給ひっ迫」とも言い、一般的

には「電力不足」とほぼ同じように使われています。 

 

Ě 2021₴ 1 ѧȈǲ ǞǦ ҘǹǪ Ƕ ρǵὦ ș ǏȒ ǓǉǪǦǵǮǞȎ

Ǎǒ  

 

 この電力ひっ迫は、発電設備つまり kWは十分に確保されているにも拘らず、火力燃料（LNG）

の在庫不足（kWh の不足）から燃料をできるだけ使わないようにするために発電出力を制限（kW

が不足）したために発生したわが国で初めての事象でした。 

 わが国は 2020年 12月から断続的な寒波に見舞われ暖房の電力需要が増加し、ちょうどその頃、

石炭火力発電所の設備トラブルが発生し、渇水による水力発電量の低下、悪天候による太陽光発

電量の低下も重なり、火力発電所では LNG の焚き増しを行い、発電出力を増加させました。また

その頃、海外の産ガス国の LNG 生産設備の設備トラブルが発生し、LNG の調達が難しくなりま

した。2021年の 1 月に入り LNG 燃料の在庫量がいよいよ不足し、LNG 火力発電所の出力を抑

制することになり、全国的な需給ひっ迫状態になったということです。  
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Ě ˹₴ǵ 3 16 ǒȐ 23 ǲ ǞǦ ҘǹǪ ȉֿǟ ǧǪǦǵǮǞȎǍǒ  

 

通常ですと 3月に入ると、少し暖かくなり需要が減少してくるので、火力発電所は補修点検に

入り火力発電所の稼働数が減ってきます。そのような状況の下で、3月 16日に福島県沖で大きな

地震が発生しました。地震によって火力発電所が 600万 kW以上停止し、2日後の 3月 18日にお

いても 470万 kW が停止していました。また予期せぬ石炭火力発電所の設備トラブルが発生し、

悪天候で太陽光発電量も低下しました。気温の低下による暖房の電力需要も前日想定需要から

100 万 kW 程度増加するということが重なり需給ひっ迫に至りました。これは、地震と異常気象

が重なった事例です。 

最近の 6月末（6月 27日〜7月 1日）にも東京エリアで需給ひっ迫が発生しました。まず、3

月の状況と同様に、夏の高需要期に備えて補修点検に多数の火力発電所が入っているところに、

梅雨が予定よりかなり早く 6 月 27 日に明けて記録的猛暑になったので、一部補修計画を見直し

て 100万 kW 程度補修を延期し、供給力を確保しました。しかし需要は、気温上昇により東日本

大震災以降の６月の最大需要を 510万 kW から 760万 kW上回る状況になり、連日需給ひっ迫が

発生しました。これは、これまでにも何度も経験したいわゆる気温上昇による需要急増に対する

発電側の kW 余裕不足にあたります。 

以上見てきましたように、最近の需給ひっ迫には、異常気象による需要の増加だけではなく、

地震、異常気象、燃料不足による発電出力の低下などが加わっており、原因の複雑化があります。 

 

Ě ҘǓʥ ǞǦḹֻǶǰǵȏǍǲᾍꜘǠȒǵǮǞȎǍǒ  

 

 需給ひっ迫の対応には、ひっ迫が予想されたときの直前対策、短期対策、中長期対策がありま

す。ここでは直前対策について述べましょう。直前対策には、以下に挙げる①〜⑥および⑦があ

ります。 

 Ū ʹ ǵ Ǟ 

 基本的には電力需要の少ない時期（春や秋）に集中的に補修点検作業を行いますが、普段でも

補修点検が入ります。需給ひっ迫時にはこの補修に入る直前の発電機の補修点検を延期し、稼働

状態を維持します。しかしながら、この補修点検を延期すると、それ以降の補修点検スケジュー

ルがタイトとなり、次の高需要期である夏や冬に補修点検をせざるを得ないようになるので注意

が必要です。 

 

 
ǵ ˬɵ ӔȦɨȠǲǑǘȒ ǹǪ ǵᾍꜘ 

【出典】第 52回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料 4-6「2022年 3月の

東日本における電力需給ひっ迫に係る検証とりまとめ」 
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 ū ǵїҘṔқ 

 火力発電所で定格出力を上回る出力での運転を行うことです。本年 3月の需給ひっ迫時では定

格を 1〜数%上回る出力で運転し、東日本地域で約 36万 kW 程度余分に確保できました。なお、

定格を上回る運転をすると効率が低下し、経済性が悪くなるだけでなく、寿命にも影響を与えま

す。また、届けた工事計画書通りに法令を遵守して運転をしなければなりませんので、平時では

定格を超えた運転はしません。 

 Ŭ̀ȦɨȠǒȐǵ ǹǪ  

 地域間連系線（周波数変換設備も含む）を用いて隣のエリアやもっと離れたエリアで電力が余

っていれば、そのエリアから地域間連系線を用いて融通をしてもらいます。地域間連系線には様々

な電気的制約条件から送電可能容量が設定されていますが、予備力が 3%を切るような緊急事態

では、この送電可能容量を超えて送電することがあります。これは、この地域間連系線に万一事

故が発生し送電可能容量を超えた送電が突然遮断された場合のリスクと、ルール通りの送電によ

り電力不足で計画停電に至る場合のリスクを考えて決定します。 

 ŭ50HzƲ 60Hzh ǵў  

 50Hz、60Hz地域の境界には 50Hz、60Hz両用の水力発電所があります。この発電所を電力不

足エリアの周波数に切り換えて運転を行います。 

 Ů ὤ ǵ ǔṔǞ 

 自家用発電機（自家発）保有事業者に発電余力の焚き増しの要請を行います。自家発保有事業

者には、日常的に自家発設備を使用し、自家消費分を除いた余剰電力を売電する鉄鋼や化学など

の大規模な工場と、停電などの非常時のみに自家発設備を使用するか、平時は専ら自家消費のみ

に使用する小規模な工場や病院、空港などがありますが、前者に対して焚き増しの要請が行われ

ます。本年 3月の需給ひっ迫時では、2日間の 40時間に亘って約 5万 kWの発電出力が確保でき

ています。自家発保有事業者も燃料供給の制約があり急な要請にはなかなか対応が難しいところ

があります。 

 ů ᶿ̭ʤǲȏȒ ѹ  

 変電所の電圧制御装置を調整して需要家端の電圧を低下させることで需要を抑制する対策です。

負荷が定インピーダンスの場合は電圧の二乗に比例して需要が抑制されます。本年 3月の需給ひ

っ迫時では、東京エリアでは 2日間の 28時間に亘って約 35万 kWの需要削減ができました。 

 これまでに述べましたあらゆる対策を踏まえても需給ひっ迫が予測される場合には、Ű Ȧ

ɋɩȬɶ⅍ǒȐ ὤǿǵ が行われます。本年 3 月の東日本地域の需給ひっ迫におい

ては、エリアを跨ぐ広域（東京エリア＋東北エリア）での予備率が 3%を下回る見通しになった場

合に前日の 18時までに発令すべき「需給ひっ迫警報」の発令が遅れ、需要家の節電の準備が難し

かったことをうけ、その後、本警報は前日 16時を目途に発令し、また、広域での予備率が 5〜3%

になる見通しとなった場合には、新たな「需給ひっ迫注意報」を警報と同じ前日 16時を目途に発

令することとなりました。加えて、エリア個別での予備率が 5%を下回る見通しになった場合に

は、そのエリアの一般送配電事業者から前々日 18時頃までに「需給ひっ迫準備情報」を発信する

ことになりました。この準備情報と注意報は本年 6月の需給ひっ迫時に早速発令されています。 

 では、この節電の効果はどれくらいだったのでしょうか。本年 3月 22日の需給ひっ迫時の東京

エリアのデータから東京電力 PGが解析したところ、主に家庭需要である低圧の電灯需要の 24時

間の節電率（kWh ベース）は 4%、節電量が最大となった 17〜18時では節電率は 11%でした。
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小さな商店・工場などの低圧の動力需要では、ほとんど節電効果は見られなかったそうです。ビ

ル・商店・百貨店・スーパーなどの高圧の業務用需要、工場などの高圧の産業用需要は、24時間

で約 2%の節電率でそれほど高くありませんでした。特別高圧の産業用需要は、24時間の節電率

7%で、節電量が最大となった 18〜19時では、節電率は 13%と大きく、送配電事業者からの DR

の発動連絡や電気事業者からの個別連絡があり節電に取り組まれたものと推察されています。つ

まり、家庭需要と節電プログラムに入っている特別高圧の産業用需要で大きな節電効果があった

ということになります。 

 

 
ǵ ˬɵ ӔɵӔ ȦɨȠǲǑǘȒ ǹǪ ǵᾍꜘ  

【出典】第 52回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料 4-3「電力需給対策に

ついて」 

 

Ě гǵὲ Ѯ ǱǰƲǚȓǒȐ ҘǓʥ ǞǱǋǒⱲ ǮǠƳ˹♥Ʋ Ҙʥ ǲׄǘǦ֝

ȆǶǜȓǭǋȒǵǮǞȎǍǒ  

 

 今冬の電力需給も大変心配されています。今後については短期的、中・長期的な対策となりま

す。これについて述べましょう。 

 まず、需給ひっ迫の 2〜1 か月前の短期的な対策として、追加供給力(kW)公募と追加電力量

(kWh)公募という供給力確保策があります。kW 公募とは、募集 kW容量、提供期間、時間帯、最

低入札容量、発動回数、発動の場合の運転継続時間、応動時間などの要件を国が設定し、供給力

不足エリアの一般送配電事業者が共同で提供開始日の 2〜1 か月半前くらいまでに募集し、それ

に対して休止中の電源などが応募するものです。落札した電源に対する公募費用（固定費＋燃料

費）は一般送配電事業者が託送料金の仕組みを利用して需要家から回収します。落札電源は、発

動指令に従い電力市場に応札し、得られた利益は一般送配電事業者に還元し、落札されなかった

場合は、一般送配電事業者の調整力として使われることになります。 

 kWh 公募は、先に紹介しました 2021年 1月の kWh 不足による需給ひっ迫を受けて、国が策定

した燃料ガイドラインに沿って各発電事業者が必要な燃料確保を行うことを前提としたうえで、

現在の世界情勢を考えると LNG 調達リスクに備える必要があることからわが国全体として行わ

れています。kW 公募と同様に、募集 kWh容量、提供期間、市場供出のタイミング・価格、最低

入札電力量などの要件を国が設定し、沖縄を除く一般送配電事業者 9社が共同で募集し、落札し

た電源に対する公募費用（ほとんどが燃料費）は一般送配電事業者が託送料金の仕組みを利用し
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て需要家から回収するものです。落札電源は、発電事業者の判断で電力市場に kWh を全量応札

し、得られた市場収益は一般送配電事業者に還元し、一部は落札事業者が得られることになって

います。 

 電力不足の構造的問題は、これまでの市場を活用した電力自由化の進展とカーボンニュートラ

ルに向けた再生可能エネルギー電源の導入促進とが絡み合って、収益の得られない非効率な火力

発電所の休廃止、石炭火力発電所のフェードアウト、そして発電事業への投資予見性の低下が進

んでいることです。したがって、中・長期的な対策としては、①発電所の休廃止の事前届出制の

導入、②休止電源を維持する仕組みの構築、③新規電源投資の促進などがあります。 

 まず、①ですが、10万 kW 以上の発電設備を休廃止する場合は、予定日の 9か月前までにその

届け出をすることになりました。休廃止までに時間を確保することによって、その後の需給バラ

ンスのチェックを行い、必要であれば kW 公募などの対策ができるようにするものです。 

 次に②ですが、kW 公募を行っても休止電源に応募してもらえるかどうか、また容量市場で必

要な供給力が確保できるかどうかは不透明でリスクがありますので、一定期間内に再稼働可能な

休止電源を引き続き維持する仕組みについて今後検討していくことになっています。 

 最後の③は、電源確保の王道である新規電源投資を促進することです。発電設備が容量収入を

得られる期間が一年間（毎年、容量市場に応札する必要あり）である現在の容量市場の仕組みに、

環境性のよい発電設備に対して容量収入を得られる期間を複数年間（例えば 20年間程度）とする

新たな仕組みを導入することが検討されています、これにより、新規投資が促進されるものと期

待されています。 

 以上のように、今後の電力の需給状況には引き続き厳しいものがあります。この電力不足の構

造的問題に対しては早急にしっかりと検討がされ実行されることを期待したいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

－ Ḧ  － 

 

1984年 東京大学大学院工学系研究科電気工学専門課程博士課程

修了 工学博士 

1884年 東京大学工学部助手 

1985年 同講師 

1989年 同助教授 

2000年 東京大学工学系研究科教授 

2008年 同大学新領域創成科学研究科教授 

2017年 電気学会会長（第 104代） 

2019年 東京大学工学系研究科教授 

2021年 経済産業省 電力・ガス取引監視等委員会委員長 

2022年 東京大学定年退職 名誉教授 

現在に至る  
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◆ ３.  72 ᶥ ʹ̝Ḹף ◆ 

 

日 時：2022年９月６日（火）15時〜16時 

形 式：ZOOM を利用したオンライン形式 

テーマ：コロナ禍において成長する電子図書館市場 

講 師：林 剛史 様（株式会社メディアドゥ 電子図書館推進センター） 

参加者：68名 

 

 第 1回研修会を工学書協会と共催しました。講師に株式会社メディアドゥ電子図書館推進セン

ターの林剛史氏をお迎えし、「コロナ禍において成長する電子図書館市場」をテーマに講演してい

ただきました。当日の参加者は、工学書協会と併せて 20社 68名でした。 

 前半では、昨年トーハンと資本業務提携を結ばれた（株）メディアドゥによる電子書籍市場活

性化へ向けた多面的な取り組みと、導入されているシステムについて解説いただきました。その

後、公共・学校向け電子図書館サービスを中心に、2007年に電子図書館が初導入されてから現在

に至るまでの動向について説明いただきました。 

 コロナ禍により 2020 年に発生した公共図書館サービス停止の影響は大きく、電子図書館に対

する社会の認識変化が追い風になり、内閣府地方創生臨時交付金による「図書館パワーアップ事

業」や、自治体補正予算による予算確保が電子図書館サービス導入を加速化させている現状が紹

介されました。また、学校図書館については、GIGA スクール構想や学習指導要領の変化によっ

て電子図書館が重要視されつつある点も、具体的な導入実績と共に解説いただきました。 

 最後に設けられた質疑応答の時間には、出版社側から図書館側への具体的な販売価格設定につ

いて質問がありましたが、図書館に対して提示される初期費・運営費・コンテンツ費などの概算、

販売モデルの種類やその特長について詳らかに有意義な情報提供をいただきました。 

（研修委員会 片岡 一成：恒星社厚生閣） 

 

 

 

  

講師のメディアドゥ林様 

資料を共有してのご説明 
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◆ ４. 72 ᶥ ʹ̝Ḹף ◆ 

 

日 時：2022年９月 21日（水）14時〜15時 

形 式：ZOOM を利用したオンライン形式 

テーマ：出版情報登録センター（JPRO）での『国際分類』Thema 登録方針について 

講 師：出版情報登録センター（JPRO） Thema 対応部会 

参加者：62名 

 

 一般社団法人日本出版インフラセンター（JPO）の出版情報登録センター（JPRO）Thema 対

応部会事務局よりご提案をいただき、「出版情報登録センター（JPRO）での『国際分類』Thema

登録方針について」をテーマに、第２回研修会を工学書協会と共催しました。参加者は工学書協

会と併せて 26社 62名でした。 

 まず講演会冒頭では、国際書籍分類コード「Thema」について、その起源から各国での導入状

況などをご説明いただきました。「Thema」とは 2013年にリリースされた国際標準の書籍分類コ

ードで、EDItEUR （書籍・電子書籍における電子商取引のための標準化調整を目的とした国際団

体）が管理を行っています。アマゾンジャパンの採用開始もあり、国内実用化が急がれるとのこ

とでした。 

 販売商業視点から発想された Thema の分類は細分化・階層化により約 7,000 に及ぶ詳密な分

類コードで構成されています。そのため、書籍登録時の作業負担が懸念されていましたが、JPO

では、既存システムの改修を行い、現在、国内で普及している Cコード、NDC コード等の分類コ

ードや BooksPROでの分類をベースに、ふさわしい分類コードを自動的に推薦してくれるシステ

ムを本年 10 月より実験的にご提供いただけるとのことでした。本講演では、既刊本を例に挙げ

て、Thema の構造と併せて、具体的な解説をしていただきました。 

 講演会後半では、このシステムがよりスムーズに稼働し、書店・図書館司書の利用も多い

BooksPro への情報の反映が進めば、書籍検索時に従来よりも多面的な関連書の提示が可能とな

り、選書の機会が広がる将来像を提示いただきました。また一方で、出版社に対しては、登録時

に困惑する場面が予想されるジャンルや、現在、便宜的につけられている Thema オリジナル分

類名の適切な日本語訳の提案などについての協力が不可欠である点についても丁寧にご説明をい

ただきました。 

 精確でグローバルな検索網の構築に向けて、Thema の普及と進化が求められている現状と、将

来を見据えた取り組みの胎動に、ひとつの転換点を意識させられる講演会となりました。 

（研修委員会 片岡 一成：恒星社厚生閣） 



自然科学書協会 会報 2022年 10月 12日 No.4（通算 101号） 

  

 

－12－ 

  

「1.開会ご挨拶」JPRO 田中委員長 

「2.Themaについて」講師 大沼様 

「3-1.JPRO情報発信者の入力方法

について」講師 岡野様 

「3-2.JPRO運用方針について」 

講師 渡辺様 
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◆ ５. ̸ɵї Ỗᴣ̝Ḹף ◆ 

 
■ Џ ͬ Ϭ Ѱ↓ SARTRAS ǵҲׄ 

2021年４月より本格的に運用が始まった本制度ですが、今年度は補償金を分配するための著作

権者特定作業が開始されています。昨年度一年間で補償金額は約 49億円となり、そこから運営経

費などを差し引き、約 34億円が著作権者へ分配されることとなります。書籍の利用に関しては出

版社著作権管理機構（JCOPY）が SARTRAS より著作権者特定作業の委託を受けており、本年 6

月より JCOPY から当協会会員各社様へも作業の依頼がされていることと思います。JCOPY か

らの報告では「教育機関からの利用報告に不備が多く著作権者の特定が困難」「補償金の範囲を超

えた利用のため許容しがたい」との声が出版社から多く上がっています。昨年度より開始した制

度のため課題の多い運用となっていることは確かだと思いますので、今後、この事業を継続して

いくために「この点はもっとこうしてほしい」という要望の声が改善に向けての材料となります。

作業を通じてお気づきの点は積極的に JCOPY へお寄せください。 

補償金の分配方法は、教育機関から利用報告のあった著作物のうち、著作権者が特定された著

作物の利用頁数に応じてポイントを加算し、年度中のポイントに応じて補償金額を振り分けて配

分することになります。つまり、著作権者が特定されなかった場合にはポイントが加算されず、

実際には利用されたにもかかわらず補償金が支払われないこととなります。現在各社で行ってい

る著作権者特定作業は補償金の分配に直接結びついてくる重要な作業となりますので、各社の著

作権者の利益のために、なるべく多くの著作権者を特定できるようご協力いただければ幸いです。 

 

■ᶫ Џ ͬ Ϭ Ѱ↓ǵҲׄ 

昨年来、補償金を管理する指定団体設立に向けて、当協会としてワーキンググループに参加し

てきましたが、去る９月６日に「（一社）図書館等公衆送信補償金管理協会」として登記申請が済

み、10月１日に認可されました。当協会をはじめ日本書籍出版協会、日本雑誌協会ほか全 13団

体により構成されます（設立時代表理事 上野達弘氏）。実際に制度が施行されるのは 2023年４

月であるうえ、施行時に参加する図書館がまだ１件も登録されていないことから、当面はミニマ

ムの運用として JCOPY 内に事務局を置くこととなりました。今後の団体運営については、現在

団体設立準備委員として形成されていたワーキンググループがそのまま補償金管理協会の委員会

として機能していくこととなります。当協会からは著作・出版権委員会の梅澤委員長、筑紫副委

員長が引き続き参加いたします。 

（著作・出版権委員会 筑紫 和男：建帛社）  
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◆ ６. ˗ҵᾯǧȏȑ ◆ 

 

 

● ˗̝ 

・９月 15日（木）／オンライン方式（Zoom） 

 

●Ỗᴣ̝ 

・10月 11日（火）広報委員会／ハイブリッド方式（コロナ社会議室・Zoom） 

 

ƨ₴ ̝ᴣ ̝ 

 ・12月 1日（木）／如水会館 

 COVID -19 感染防止の観点から、規模を縮小して開催予定 

 

ƞ出版平和堂 第 54回 出版功労者顕彰会 10月 7日（金）／出版平和堂（箱根） 

 ※維持団体である当協会からは飯塚理事長、朝倉理事（出版平和堂委員会委員）が出席しまし

た。 

 

ƞ第 23回 出版・印刷人の集い（当協会協賛） 11月 21日（月）／出版クラブビル 

 ※COVID -19 感染状況によっては開催を中止する場合があります。 
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会報をお読みいただきありがとうございます。今号では「自然科学の時間」に加え、「専門家に

聞く」という新たな視点の特集記事も掲載されていますが、いかがだったでしょうか？ いずれ

の特集も読みごたえバッチリ。今後もぜひご期待ください。 

また、今号では二つの研修会の報告がなされています（私も二つとも参加しました）。出版業界

を取り巻く環境の変化に対応するためにどうしたらいいのだ……と、考え込むことがありますが、

こういった研修会に参加すると、視野が広がり解決の糸口が見えてきます。参加することが叶わ

なくても、会報での報告はとても参考になります。研修会を企画・主催・報告してくださる研修

委員会のみなさまに、この場を借りて感謝申し上げます。 

（広報委員会 飯岡 千恵子：丸善出版） 
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委 員 長：牛来真也（コロナ社） 

副委員長：筑紫和男（建帛社） 

委  員：浜田 亮（オーム社） 

     山田貴史（化学同人） 

     門間順子（共立出版） 

     加藤義之（建帛社） 

     高田由紀子（恒星社厚生閣） 

     新井明良（コロナ社） 

     逸見健介（南江堂） 

     飯岡千恵子（丸善出版） 

 


